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概　　況
　2021年のベトナムでは， ₅ 年に 1 度の党大会と国会議員選挙を経て党・国家幹
部人事の刷新が行われた。76歳のグエン・フー・チョン第12期党書記長が党条例
の規定に反して ₃ 選されたことをはじめ最高幹部人事には異例な点も多かったが，
政策路線的には前期からの継続性が高いとみられる。前年とは異なり，新指導部
は新型コロナウイルス感染症対策に苦戦を強いられた。経済活動の中心である
ホーチミン市での ₄ カ月間にわたる社会隔離措置実施の末，政府はゼロコロナか
らウィズコロナへ，半ば見切り発車気味の路線転換を余儀なくされた。
　経済は，厳格な社会隔離措置の適用により，第 ₃ 四半期には四半期 GDP が公
表されるようになって初めてのマイナス成長に沈んだが，輸出の好調やウィズコ
ロナへの路線転換後の巻き返しにより，年間では2.58％のプラス成長を堅持した。
コロナ禍はデジタル経済発展の契機になったものの，企業活動の停滞や消費の低
迷など，国内経済に大きな打撃を与えた。
　対外関係では，コロナ禍で停滞していた首脳レベルの往来が再開した。最も注
目されたのはアメリカのハリス副大統領の来訪であった。しかし，ベトナムのア
メリカへの接近を警戒する中国への配慮もあり，政府はアメリカとの全面的パー
トナーシップの戦略的パートナーシップへの格上げを慎重に回避した。

国 内 政 治

第13回党大会でチョン党書記長 3選
　 1 ～ 2 月開催の第13回ベトナム共産党代表者大会（党大会）で注目された主要党
幹部人事では，第12期に反汚職闘争で指導力を発揮したグエン・フー・チョン党
書記長が ₃ 選を果たし，前期からの継続性を印象づけた。

2021年のベトナム

https://doi.org/10.24765/asiadoukou.2022.0_191



193

2021年のベトナム

　第13回党大会は，ハノイの国家会議センターで，500万人を超える党員から選
ばれた1587人の代表が参加し開催された。当初 1 月25日～ 2 月 2 日の 9 日間とさ
れていた大会日程は，28日に北部の 2 省で新型コロナウイルスの集団感染が発生
したことで 1 日短縮された。予備日の初日には準備会合が開かれ，大会運営規則
やプログラムが承認された。翌26日午前の開会式の後から28日午前までは党大会
文献の検討に充てられた。同日午後からは議題が人事に移り，30日に党中央委員
選出のための投票と結果公表が行われた。31日に党大会は休会となり，前日に選
ばれた党中央委員会が第 1 回総会を開催して党政治局員，書記長，書記局員など
を選出した。最終日の 2 月 1 日には党大会決議が採択され，大会は閉幕した。
　今大会で承認された主要文献は，『政治報告』，『2021～2025年の経済・社会発
展の方向性と任務』，および『2021～2030年の10カ年経済・社会発展戦略』であ
る。大会のテーマでもある政治報告のタイトルは，「清廉で強靭な党と政治シス
テムの建設・整頓を強化し，国の発展への渇望を喚起し，全民族の大団結の意志
と力を発揮して時代の力と結合させ，ドイモイ事業を引き続き全面的・一体的に
推進し，祖国を堅固に建設・防衛して平和・安定的な環境を維持し，21世紀半ば
に我が国が社会主義志向の先進国になるために努力する」であった。
　今回の党大会文献の特色は，第 1 に，「21世紀半ばに社会主義志向の先進国に
なる」という新たな経済・社会発展の長期目標が示されたことである。より具体
的には，ベトナム共産党創立100周年にあたる2030年までに「近代的な工業を有
する上位中所得国」に，そして建国100周年にあたる2045年までに「高所得の先
進国」になるという目標が設定された。
　第 2 の特色は，前回の党大会文献に引き続き「党建設」が最優先課題とされて
いることである。「党建設」の重点任務には，汚職や濫費，党員の思想的転向の
抑止や，政治システム（党，国家，大衆組織を含む）の効率化の推進などが含まれ
る。第12期党指導部の下で加速した反汚職闘争や党・国家組織運営の制度化・合
理化の動きは，第13期にも継続することが予想される。
　次に党幹部人事についてみると，党中央委員の定数は前期と変わらず，正規委
員180人，予備委員20人であった。党大会では前期党中央委員会が作成した候補
者名簿案を審査するとともに，議場での追加候補の推薦，または自薦による立候
補も認められているが，今大会では議場からの自薦はなく，被推薦者も少数でそ
の全員が推薦を辞退したという。今大会の選挙規定では，追加候補の推薦者は被
推薦者が必要な条件を満たしていることに責任をもち，被推薦者が就くべきポス



194

新指導部発足，感染症対策と経済回復に苦心

トを提案するよう求められたため，参加者が慎重になったと考えられる。最終的
に投票の対象となったのは正規委員候補203人と予備委員候補23人であった。
　選出された第13期党中央委員会正規委員の出身母体による構成も前期と大きな
違いはなかった。具体的には，地方省・市の党委員会（党委）書記・副書記が70人

（前期は68人），軍関係23人（同21人），公安関係 ₆ 人（同 ₅ 人），国会関係11人（同
12人），政府関係23人（同26人）などとなっている。党中央委員の再選率（予備委員
から正規委員への昇格を含む）は60％であった。前期の党中央委員で，第13期委
員候補となったが再選されなかったのは，フン・スアン・ニャ教育・訓練相とチ
エウ・タイ・ヴィン党経済委員会副委員長の 2 人であった。
　党政治局・書記局の構成をみると，政治局員は18人（再任 8 人，新任10人），書
記局員は政治局員の兼務を含めて11人（再任 ₆ 人，新任 ₅ 人）となった。再任の政
治局員のうち，チョン党書記長とグエン・スアン・フック首相は，選出時で65歳
までという年齢制限を超えていたが，「特別な場合」として大会による承認を受
けて再選された。他方，前期の政治局員のうち，グエン・ヴァン・ビン党経済委
員会委員長とホアン・チュン・ハイ第13回党大会文献小委員会副委員長は，再任
の場合の年齢制限を超えてはいなかったが，再選されなかった。両者が2020年中
に党の懲戒処分を受けていたためと考えられる。
　党書記長には，チョン第12期党書記長が ₃ 期目の当選を果たした。1944年生ま
れ，76歳のチョン党書記長は，2011年の第 1 期目就任時から既に65歳を超えてお
り，今回は ₃ 度目の年齢制限の例外扱いとなった。さらに，党書記長については，
党条例に連続 2 期までという任期制限の規定があるにもかかわらず，前期党指導
部はチョン続投を提案し，新中央委員会はそれを支持したのである。
　チョン党書記長は，党機関誌『共産雑誌』編集長，ハノイ市党委書記，国会議
長などを務めた後，その清廉さを買われて第11期党書記長に就任した。特に第12
回党大会で再選を果たしてからは，党・国家幹部による多くの深刻な汚職事件の
責任追及を強力に推進してきた。2018年10月には，任期中に急逝した前職に代
わって国家主席にも就任し，党と国家の最高位を兼任した。2019年 ₄ 月に脳血管
系の疾患を発症して以来，党・国家の重要イベントを欠席することも多くなり，
その健康状態が懸念されているが，党大会の開会式では，党大会文献に関する報
告書を 1 時間15分にわたりよどみなく読み上げ，健在ぶりを示した。
　チョン党書記長の続投は，党大会文献の内容と相まって，第12期党指導部の下
での「党建設」路線が第13期に引き継がれることを強く示唆している。もっとも，
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その高齢と健康不安からいって，また，最終的に今党大会が党条例を改正しな
かったことからみても，任期途中の党書記長交代の可能性は残る。長期政権の後
の権力継承の行方が早くも注目されている。

国会議員選挙に先立ち，主要国家幹部人事を刷新
　党大会の結果，党中央委員でなくなった国家幹部がいることを理由として， ₅
月の国会議員選挙に先立つ第14期国会の最終会期で主要国家幹部の大幅な入替え
が行われた。政府閣僚や国会常務委員が党中央委員から選ばれることは，制度上
必須ではないが，近年では一種の不文律のようになっている。
　 ₃ 月24日～ ₄ 月 8 日に開催された第14期第11回国会は，党大会の結果に従い，
国会議長と副議長 ₃ 人，国家主席と副主席，政府首相，副首相 2 人，政府閣僚12
人など25人の主要国家幹部を新たに選出・承認した。
　国会議長にはヴオン・ディン・フエ前ハノイ市党委書記が選出された。1957年
生まれ，中部ゲアン省出身の同氏は，会計学の専門家であり，会計検査院院長，
財政相，党経済委員会委員長，副首相と要職を歴任した。ハノイ市党委書記在任
は 1 年余りと短期間ではあるが，地方リーダーも経験したことになる。チョン党
書記長がハノイ市党委書記，国会議長を経て党書記長に就任していることもあり，
フエ国会議長は党書記長の有力な後継候補とみられている。
　国家主席にはフック前首相が就任した。フック国家主席は1954年生まれの中部
クアンナム省出身で，同省党委副書記から政府監査院副院長，政府官房長官，副
首相を歴任し，前期は首相として経済運営やコロナ対策に成果を上げた。国家主
席は首相と比べて実権が少ない職位であるが，党政治局員のなかでも「四柱」と
呼ばれる ₄ 人の最高幹部（党書記長，国家主席，政府首相，国会議長）のうち 2 人
が同時に年齢制限の例外扱いとなるのは初めてであったことに鑑みれば，同氏の
国家主席就任は，党内における同氏への支持の高さの表れとみることもできる。
　首相にはファム・ミン・チン前党組織委員会委員長が選出された。チン首相は
1958年生まれの中部タインホア省出身で，公安省で次官まで務めた後，中国国境
のクアンニン省の党委書記として同省の経済ガバナンスの改善や行政改革で実績
を上げ，次いで組織委員会委員長という要職でチョン党書記長の「党建設」路線
を支えた。ドイモイ期の歴代首相は副首相から昇格するのが慣行となっていたが，
チン新首相は副首相はもとより政府閣僚の経験もなく，異例の抜擢人事となった。
　新政府は，外務相を 2 期務めたファム・ビン・ミン副首相が兼務を解かれたた
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め，これまでの総勢27人から28人となった。第11回国会で新たに就任（政府内の
昇格を含む）した政府構成員は首相，副首相含め15人であった。原則的に，60歳

（党政治局員の場合は65歳）を超えた第14期政府閣僚は，党大会で第13期党中央委
員に選ばれておらず，第11回国会で解任された。例外は，60歳を超えていたが

「特別な場合」として党中央委員に選ばれたグエン・チ・ズン計画・投資相（留
任），60歳に達していなかったが党中央委員選挙で落選したニャ教育・訓練相（解
任），および65歳を超えて党中央委員に選ばれなかったものの留任したチュオ
ン・ホア・ビン副首相であった。
　国会議員選挙後の 7 月に開かれた第15期第 1 回国会は，基本的に第14期第11回
国会における人事を追認し，補完的に若干の変更を加えるにとどまった。政府に
関していえば，ビン副首相が再任されずに引退となり，また副首相の人数が ₅ 人
から ₄ 人に減ったことで政府構成員の総数が27人となった。

感染拡大のなか，国会議員選挙・各級人民評議会議員選挙を実施
　 ₅ 月23日に投票が行われた第15期国会議員選挙および2021～2026年任期各級人
民評議会議員選挙では，新型コロナウイルスの感染拡大第 ₄ 波に見舞われたにも
かかわらず，前回よりも高い投票率を記録した。投票日には，防護服を着た担当
者が移動式投票箱をもって隔離エリアを訪れる様子がメディアで伝えられた。
　 ₃ 月19日までに取りまとめられた国会議員選挙の暫定候補者名簿には，中央の
各組織・機関による推薦を受けた候補者（中央推薦候補）205人，地方の各組織・
機関による推薦を受けた候補者（地方推薦候補）803人，自薦による候補者76人の
計1084人が含まれていた。その後，候補者の適格性に関する審査を経て， ₄ 月27
日に公表された最終候補者名簿には，中央推薦候補203人，地方推薦候補654人，
自薦候補 9 人の計866人が含まれ，当選倍率は1.73倍であった（議席数500）。
　 ₆ 月10日に公布された選挙結果によれば，今回の国会議員選挙の投票率は
99.60％に達し，前回の99.35％を上回った。今回の選挙は，他にも多くの点にお
いて大きな「成功」を収めたと評価された。当選者は各選挙区で相対多数の票を
とるばかりでなく，有効投票の過半数を獲得する必要があるが，今回はこの規定
により当選者数が議席数に満たなくなる選挙区はなかった。当選者に占める女性
の割合は ₃ 割を超え，第 ₆ 期国会以来最多となった。少数民族の割合も約18％と
過去最多であり，また， 2 つの非常に人口の少ない民族の代表が初めて選出され
た。議員の学歴レベルも向上し，大学院以上の学歴保持者が全体の78.6％を占め
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た。中央推薦の候補者203人のうち落選者は 9 人で，前回の15人を下回った。
　他方，非党員の当選者は14人（2.8％）と前回の20人をさらに下回り，目標の ₅
～10％には遠かった。自薦候補者の当選者は ₄ 人で過去最多であった第13期と並
んだが，うち ₃ 人は再選であり，全員が党員であった。自薦候補としては，1988
年生まれの性的少数者の権利活動家が国会およびハノイ市人民評議会議員の正式
候補者となって注目されたが，当選には至らなかった。また， ₃ 月10日にはニン
ビン省で自薦立候補の意思をライブストリームで表明した61歳のフェイスブッ
カーが，同月27日にはハノイ市で自薦立候補のための手続きを行っていた42歳の
フリージャーナリストが，ともに反国家宣伝罪容疑で逮捕されている。
　当選者には政府構成員15人，省級党委書記38人，省級人民委員会主席 ₃ 人，
軍・公安の士官51人，企業家15人などが含まれる。党政治局員は，ホーチミン市
党委のグエン・ヴァン・ネン書記を除く17人が立候補し，その全員が当選した。

デルタ株流行で感染拡大抑制に苦戦
　2020年中は新型コロナウイルス感染拡大の抑止に顕著な成功を収めたベトナム
であったが，2021年には感染力の強いデルタ株の流行により，社会・経済活動の
厳しい制限にもかかわらず，感染者数，死者数ともに急増した。
　党大会開催中の 1 月末に始まった感染拡大の第 ₃ 波では，北部のハイズオン省
が焦点となった。第 ₃ 波は収束するまで約 2 カ月かかり，第 2 波を超える900人
以上の市中感染者が報告されたが，死者はゼロだった。政府は第 2 波までと同様，
感染者・接触者の徹底した追跡と隔離を行い，感染拡大の抑え込みに成功した。
　しかしながら， ₄ 月末に始まった感染拡大の第 ₄ 波はそれまでと異なる様相を
呈した。感染流行の中心となったホーチミン市では， ₅ 月31日，2020年首相16号
指示（移動制限を含む）または2020年首相15号指示（集合人数制限などを定める）に
従った社会隔離措置が市内全域に導入された。さらに市当局は ₆ 月26日から10日
間かけて500万人を対象とする大規模検査を実施したが，その後も経路不明の感
染確認の報告は後を絶たなかった。 7 月 9 日からは16号指示に基づく厳格な社会
隔離措置が市内全域に適用され，不要不急の外出には罰金が科された。同月26日
からは全市で夜間の外出が禁止され， 8 月23日以降は食料品購入のための外出も
禁止または制限された。16号指示に基づく社会隔離措置は，ホーチミン市以外の
南部18省・市，ハノイ市やダナン市などでも実施された。
　ホーチミン市で， 7 月15日以降，「工場隔離」などの対策をとっていない企業
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が活動停止を求められたことは，企業と労働者，そしてベトナム経済への大きな
打撃となり（「経済」の項参照），政府がそれまでのゼロコロナ路線を見直す契機
となった。政府は， 8 月 ₆ 日付86号決議で，同市については 9 月15日までに，そ
の他の省・市は 9 月 1 日ないし 8 月25日までに感染拡大を収束させるよう努力す
ることを強く要請した。実際，ホーチミン市では， 9 月半ばから新規市中感染者
数はようやく減少に転じたものの，同月末時点でも 1 日4000人を超えていた。し
かし10月 1 日以降， ₄ カ月間続いた各種規制の緩和に舵が切られた。
　移動制限の緩和は，国内各地から出稼ぎに来ていた労働者の大量帰郷につな
がった。政府は当初，感染状況が依然として深刻なホーチミン市および周辺 ₃ 省
とその他地域との間の人の出入りについてはまだ規制を解いてはいなかったが，
職を失ったまま都市に足止めされていた労働者たちの帰郷への強い意志の前に方
針を転換せざるを得なかった。ベトナム統計総局によれば，2021年中にコロナ禍
の影響で都市から帰郷した労働者は全国で220万人を超えたという。懸念された
ように，この大規模な人の移動は，年末にかけて国内各地で新たな感染拡大を引
き起こし，10月半ばに3000人台まで下がった 1 日の新規感染者数は，年末には 1
万5000人を超えるまで増加した。2021年12月末までに，2020年初頭以来の累計感
染者数は173万人余り，死者数は ₃ 万2394人に達した。
　このように感染者数や死者数が急増した一因は，新型コロナウイルスワクチン
接種の遅れであったと考えられる。世界的なワクチン獲得競争に後れをとったベ
トナムは， ₃ 月 8 日にハノイ市，ホーチミン市，およびハイズオン省でワクチン
接種を開始したが， ₅ 月半ばを過ぎても 1 回以上接種率が人口の 1 ％程度にとど
まっていた。この頃からワクチン確保は党・政府にとって至上命題となり，関係
閣僚のみならず，党書記長以下トップリーダーたちが先頭に立って外国首脳など
にワクチン確保への協力を要請した。国内では，基金を設立してワクチン購入に
民間の資金を動員する一方，さまざまな経路で受領した 9 種類のワクチンの使用
を承認した。これらの結果，ワクチン接種は急速に進み，12月30日時点での 1 回
以上接種率は18歳以上人口の99.0％， 2 回接種完了率は同89.2％に達した。ワク
チン接種の加速に関しては指導部が一丸となった努力が実を結んだといえる。

医療分野の汚職体質にメスが入る
　反汚職闘争は引き続き活発に行われ，対象者の処分や逮捕，裁判が相次いだ。
特徴的であったのは，一連の病院や医療関連企業絡みの汚職摘発であった。
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　2020年12月，ハノイ市疾病管理センター（CDC）のグエン・ニャット・カム元
所長が，新型コロナウイルス検査設備調達に関する規定違反の第 1 審裁判で懲役
10年に処された。同年 9 月にはバクマイ病院のグエン・クォク・アイン元院長，
2021年11月にはトゥドゥク病院のグエン・ミン・クアン院長，12月にはバクマイ
病院のグエン・クアン・トゥアン院長（ハノイ心臓病院元院長）など，主要病院の
幹部が相次いで設備調達絡みの汚職容疑で逮捕されている。専門家として高い尊
敬を受けるこれらの幹部の逮捕，訴追は，社会に衝撃を与えた。この問題は11月
の国会でも取り上げられ，議員らは医療機関における調達の仕組みにも問題があ
る可能性を指摘した。しかし，トー・ラム公安相はそのような意見を否定し，不
当な利益を得ようとした個人の刑事責任を問うことは妥当という見解を示した。
　同じく医療分野の事件として，12月，新型コロナウイルス検査キットを製造す
るベトアー社のファン・クォク・ヴィエト社長兼会長が逮捕された。同社は簡易
検査キットを不当な高値で全国の CDC に納入し，巨額の利益を得ていたとみら
れる。同月30日，汚職防止中央指導委員会常務委員会は，保健省や科学・技術省
などの関与も疑われる同事件の調査を直接指導することを決定した。
　その他，2021年に裁判が行われた重大事件には，フート省エタノール工場建設
に関する規定違反事件（ディン・ラ・タン元ペトロベトナム会長に懲役11年，チ
ン・スアン・タイン元ペトロベトナム建設会長に 2 つの罪で合計懲役18年），サ
イゴンビール・アルコール飲料（Sabeco）による公有地の違法販売事件（ヴー・フ
イ・ホアン元工商相に懲役11年），公安省諜報総局副総局長の捜査情報漏洩にか
かる収賄事件（グエン・ズイ・リン元副総局長に懲役14年），ホーチミン市ハイ
バーチュン通り185番の土地の違法交換事件（同市人民委員会のグエン・タイン・
タイ元副主席に懲役 ₅ 年，不動産会社社長に終身刑），ハノイ市における湖沼水
質改善のための微生物製剤の調達に関する不正事件（同市人民委員会のグエン・
ドゥク・チュン元主席に懲役 8 年），ホーチミン市人民委員会傘下のサイゴン農
業総公司（SAGRI）における資産の違法売却等に関する事件（レ・タイン・ハイ元
ホーチミン市党委書記の弟のレ・タン・フン元社長に合計懲役25年）などがあった。

「反体制的」言論への厳罰続く
　政府に批判的な言論活動を行うジャーナリストや活動家の逮捕や裁判も続いた。
ヒューマン・ライツ・ウォッチによれば，2021年中に，政治的意見の表明を理由
として少なくとも32人が有罪を宣告され，26人が逮捕されたという。
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　 1 月には独立ジャーナリスト協会のファム・チ・ズンら ₃ 人の裁判が行われ，
反国家宣伝罪でズンに懲役15年と保護観察 ₃ 年，他の 2 人に共に懲役11年と保護
観察 ₃ 年が科された。ズンは国際的に知られたジャーナリストであり，「アメリ
カの声」ベトナム語版ウェブサイトにも記事を書いていた。
　 ₃ 月には，2020年 1 月のドンタム社の土地収用にかかる警察官殺害・公務執行
妨害事件の控訴審裁判所が第 1 審判決を支持した。住民運動のリーダー宅を襲撃
した警察隊のメンバーを殺害した罪に問われた住民らに対する死刑を含む判決が
確定したことになる。同事案の実態を調査し，国内外に向けて情報発信を行った
支援者グループのメンバーに対する裁判も順次行われた。 ₅ 月，活動家のカン・
ティ・テウとその息子のチン・バー・トゥが反国家宣伝罪で共に懲役 8 年と保護
観察 ₃ 年の宣告を受けた。トゥの兄のチン・バー・フオンは，12月，同じ罪名に
より懲役10年と保護観察 ₅ 年を宣告された。同月，ジャーナリストのファム・ド
アン・チャンも同罪で懲役 9 年の判決を受けた。また， ₄ 月には民主活動家のグ
エン・トゥイ・ハインがやはり反国家宣伝罪容疑で逮捕されている。ハインは警
察隊に射殺された住民リーダーの遺族を支援するための募金活動を行っていた。
　 9 月 1 日には国家主席による特赦が ₅ 年ぶりに行われ，全国の受刑者3035人が
釈放されたが，政治犯は対象に含まれなかった。

その他の主な出来事
　国会は2021年中に ₃ 回開催されたが，任期の変わり目ということもあって，成
立した法律は ₃ 本にとどまった。第14期第11回国会（ ₃ 月24日～ ₄ 月 8 日）は， ₅
年の任期中における活動の総括を行い，一連の人事に関する決議を採択したほか，
改正麻薬取締法を成立させた。第15期第 1 回国会（ 7 月20～28日）は，当初 8 月 ₃
日までの開催が予定されていたが，新型コロナウイルス感染拡大を受け，開幕直
前と開幕後に会期がそれぞれ ₃ 日間短縮されて，実質 9 日間（休日なし）の日程と
なった。同会期では，組織人事に関する18本を含む30本の決議が採択された。第
15期第 2 回国会（10月20日～11月13日）は，オンライン（10月20～30日）と議場（11
月 8 ～13日）を合わせて実質16日間の開催となった。同会期は，統計法修正・補
充法，刑事訴訟法修正・補充法の 2 本の法律を成立させ，2022年の経済社会発展
計画や予算などに関する12本の決議を採択した。なお，第15期国会30号決議は，
コロナ対応において緊急の必要がある場合に，法律が規定していない，または現
行法の規定に反する方策をとる権限などを政府および政府首相に認めている。
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　11月 ₆ 日，国内初の都市鉄道となるハノイ市のメトロ 2 A 号線が，着工後10年
を経て商業運転を開始した。中国政府の融資で中国企業により建設され，中国製
の車両を運行する 2 A 号線は，2018年中には建設がほぼ完了し，2019年 ₄ 月の開
業が見込まれていたが，安全面での懸念から実現が遅れていた。開業後15日間は
運賃を無料とし，12月 ₅ 日までの 1 カ月間で約62万人が利用したという。

（石塚）

経 済

コロナ禍に翻弄されつつも，プラス成長を維持
　2021年の経済は前年より新型コロナウイルス感染拡大の影響を強く受け，実質
国内総生産（GDP）の年間成長率は過去10年で最低の2.58％となった。年前半は前
年からの回復基調が続いたが（第 1 四半期4.72％，第 2 四半期6.73％）， 7 月以降，
感染のホットスポットとなったホーチミン市を皮切りに，各地で厳格な社会隔離
措置が適用され始めると，状況は一変した。外出・移動の徹底的な制限や，工場
が敷地内またはその周辺に用意した宿泊施設に労働者を寝泊まりさせる「工場隔
離」を工場の操業条件とするなどの厳格な感染対策は，経済活動のあらゆる面に
打撃を与え，第 ₃ 四半期の成長率は四半期ごとの GDP が公表され始めた2000年
以来初のマイナス（−6.02％）となった。なかでもホーチミン市は極めて深刻な経
済停滞（−24.97％）に見舞われた。感染対策と経済回復との間で難しい舵取りを迫
られるなか，政府は10月，新型コロナウイルスの安全，柔軟，効率的な制御に関
する128号決議を公布し，ゼロコロナからウィズコロナへの方針転換を図った。感
染リスク下での経済活動の再開が一定の条件のもとで認められたことにより，第
₄ 四半期の経済は大幅に上向き（成長率5.22％），年間でのプラス成長が維持された。
　産業別にみると，コロナ禍の打撃を最も大きく受けたのはサービスだった。
サービスの成長率は，第 ₃ 四半期に大幅なマイナス（−8.57％）を記録し，不調
だった前年（2.34％）よりさらに低い1.22％まで落ち込んだ。なかでも宿泊・飲食

（−20.81％），輸送・倉庫（−5.02％），卸売・小売・車両修繕（−0.21％）への影響
が深刻であった。一方，保健・ソーシャルワーク（42.75％），金融・銀行・保険

（9.42％），情報・通信（5.97％）は，コロナ下での需要増もあり高い伸びを記録し
た。工業・建設の成長率は，やはり第 ₃ 四半期に大きく落ち込んだものの

（−5.49％），その他の期の伸びに支えられ（第 1 四半期6.45％，第 2 四半期
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10.36％，第 ₄ 四半期5.61％），年間では前年（3.98％）を上回る4.05％に達した。成
長を主導したのは製造業（6.37％）と電気・ガス・蒸気・空調（5.24％）であった。
農林水産業は，社会隔離措置の影響はあったものの，生産性の高まりや良好な天
候条件を背景に，年間で2.9％の成長を達成した。
　マクロ経済の安定は維持された。物価では，世界的な燃料・食料価格の高騰を
受けたガソリン，ガス，コメなどの価格上昇がインフレ圧力となったが，コロナ
下での救済支援の一環で電気料金の引き下げが行われたことなどから，消費者物
価指数（CPI）上昇率は年平均1.84％，前年末比1.81％と低く抑えられた。また，
対ドル為替指数も年平均0.97％減，前年末比0.58％減と小幅な変動にとどまった。
貿易黒字や大型外国投資の流入などを背景に外貨準備高が増加を続けるなか，国
家銀行は適宜為替レートの調整を行い，相場の安定を保った。
　財政では，労働者および雇用主に対する補助金支給（政府68号決議，政府116号
決議）やワクチン購入など，コロナ禍に伴う支出がかさみ，財政支出総額は予算
比111.4％の1879兆ドンとなった。また，企業，合作社，個人に対する税金や土
地賃貸料の支払期限延長・減免（政府52号議定，政府105号決議，首相27号決定）
など，コロナ下での救済措置は収入減にもつながったが，貿易の好調と徴税管理
の徹底による関税収入増や原油収入の増加により，財政収入総額は予算比
116.4％の1563兆ドンに達した。その結果，財政赤字は対 GDP 比 ₄ ％未満，公的
債務の対 GDP 比は約43.7％と，いずれも安全水域に収まる見込みとなった。

輸出は好調を維持，アメリカとの対話は継続
　コロナ危機からの世界経済の回復はいまだ不安定・不均一な状態だが，ベトナ
ムの対外貿易は2021年も拡大を続け，経済成長を支えた。輸出は前年比19％増の
3363億ドル，輸入は同26.5％増の3322億ドルとなり，貿易黒字（41億ドル）が維持
された。国内企業による貿易は赤字（254億ドル）だったが，外資企業の貿易黒字

（294億ドル）がそれを上回った。コロナ下で外国人専門家の往来が制限されたこ
とや，工場隔離などの厳格な社会隔離措置のもとでサプライチェーンの分断や労
働者不足が発生したことにより，多くの外資企業が生産停止・縮小や生産性の低
下に追い込まれたにもかかわらず，外資企業の年間輸出額は前年比21.1％増の
2475億ドル（輸出総額の73.6％）に達した。
　輸出実績を品目別にみると，前年同様，電話および部品（575億ドル，前年比
12.4％増），電子製品・コンピュータおよび部品（508億ドル，同14％増），機械・
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設備・工具および部品（383億ドル，同41％増），繊維・縫製品（328億ドル，同
9.9％増）の輸出額が大きかった。また，鉄鋼製品の輸出額が前年比124.3％増の
118億ドルと大幅に伸びた。この背景には，前年 8 月の EU・ベトナム自由貿易
協定（EVFTA）や ₅ 月のイギリス・ベトナム自由貿易協定（UKVFTA）の発効があ
る。これら大型 FTA は総じて輸出拡大にプラスの効果をもたらした。特に
EVFTA は鉄鋼製品や農産品の対 EU 輸出の拡大を促し，EU 向け輸出総額はアメ
リカ向け（963億ドル，前年比24.9％増），中国向け（560億ドル，同14.5％増）に次
いで大きい401億ドル（前年比14.1％増）となった。
　対米貿易では，輸出の伸びに比して輸入の伸びが小さかったことから，貿易黒
字が810億ドルに達した。ベトナムの対米貿易黒字は2019年以降，米中貿易摩擦
に伴う中国からの生産移管が背景となって拡大が加速しており，ベトナムは保護
主義の姿勢を強めるアメリカへの対応に苦慮している。米財務省は2020年12月に，
対米貿易黒字，経常黒字，為替介入の ₃ 条件に基づき，ベトナムを為替操作国に
認定した。2021年 1 月15日には米通商代表部が，ベトナム政府が不当な為替市場
介入を行っているという調査結果を公表し，追加的な制裁関税の適用を見送りつ
つも対話の継続を求めてきた。ベトナムは金融・為替政策の近代化・透明化に向
けてアメリカとの対話を重ね，米財務省が ₄ 月に新たに公表した為替報告書では
為替操作国から外された。しかし対話継続の対象からは外されなかった。 ₅ 月に
はベトナム産の自動車・小型トラック用タイヤがドンの過小評価によって不当に
補助されているという米商務省の調査結果も公表され， 7 月には国家銀行と米財
務省とでベトナムの為替操作回避について合意する共同声明を発表するに至った。
ベトナムは12月の為替報告書でも為替操作国の認定を免れたが，為替操作国の ₃
条件には当てはまるとされ，引き続き対話の対象と位置づけられた。

外国投資は金額増も，残る懸念
　既存外資企業が厳格な社会隔離措置のもとで操業上の困難に直面する状況が新
規投資家の心理に影響を与えたことに加え，賃金上昇による国際競争力の低下や，
外国投資の質・規模を重視する政策動向も相まって，直接投資の件数および間接
投資の件数・金額は前年からさらに減少した。12月20日までの登録実績で，直接
投資の件数は，新規が前年比31.1％減（1738件），拡張が同13.6％減（985件），間接
投資の件数は同38.2％減（3797件），金額は同7.7％減（69億ドル）となった。実施額

（197億ドル）も前年から1.2％減少した。
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　ただし，外国投資受入額は前年比9.2％増の312億ドルとなり，前年の落ち込み
から回復した。これは上述の投資の質・規模を重視するという政策動向の影響も
あり，直接・間接投資ともに大規模な案件が目立ったためである。直接投資では，
案件あたりの規模が新規880万ドル，拡張920万ドルと前年（新規580万ドル，拡張
560万ドル）から大幅に拡大し，登録資本金額は新規153億ドル（前年比4.1％増），
拡張90億ドル（同40.5％増）となった。特に，シンガポールによるロンアン省での
ロンアン液化天然ガス火力発電所の新設（31億ドル）や，日本によるカントー市で
のオモン第 2 火力発電所の新設（13億ドル）など，発電所案件への大型投資が目
立った。電気・ガス・蒸気・空調への新規・拡張投資金額は，直接投資の登録資
本総額の23％を占める56億ドルとなり，製造業（146億ドル，60.2％）に次ぐ規模
となった。製造業における大規模案件には，韓国によるハイフォン市での有機
EL ディスプレイ工場への拡張投資（21億5000万ドル）や，デンマークによるビン
ズオン省でのレゴ生産工場の新設（10億ドル）があった。また，iPhone の製造で
知られる台湾フォックスコンのタブレットおよびノートパソコン生産投資（新規，
2 億7000万ドル）など，中国からの対米輸出拠点の移転とみられる案件もあった。
新規と拡張を合わせた直接投資金額の国別実績は，シンガポール（73億ドル）が前
年に続き最大で，韓国（44億ドル），日本（37億ドル），中国（27億ドル）が続いた。
　2021年の外国投資は相次ぐ大型案件に支えられ，結果的に金額増となったが，
政府は社会隔離措置のもとで生じた諸問題や賃金上昇というコロナ前からの問題
が外国投資の流出につながることへの危機感を強めており，2021年の最低賃金引
き上げを見送ったほか，10月には首相27号指示で，サプライチェーンの分断や労
働者不足など工業生産の回復に関わる諸問題の迅速な解決を関係機関に求めた。

デジタル経済の急拡大
　コロナ禍が追い風となり，2021年はデジタル経済が飛躍的な拡大を遂げた。
Google などによれば，電子商取引の規模は前年比53％増の130億ドルに達した。
電子商取引は都市部だけでなく農村部でも広がりをみせた。 7 月以降，厳格な社
会隔離措置のもとでの消費低迷や流通の機能不全により，多くの農家が農産品の
売り先を失った。そうしたなか， 7 月21日付情報・通信省1034号決定に基づき，
ベトナム郵便通信グループ（VNPT）の通販サイト・ポストマートとベトテル郵便
総公司の通販サイト・ボソが農産品取引に参入し，南部19省で農家による電子商
取引の支援を行ったことが，オンラインでの農産品販売の拡大を促した。
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　デジタル経済発展の政策的振興も積極的に進められた。 1 月には，2030年まで
の人工知能（AI）の研究開発および応用についての国家戦略（首相127号決定）が公
布され，ベトナムが2030年までに ASEAN および世界における AI ソリューショ
ン・アプリケーション開発の中心地になるという目標が掲げられた。 ₃ 月には，
モバイルマネーの試験的導入を承認する首相316号決定が公布され，企業は 1 モ
バイルマネー・アカウントにつき月1000万ドンを超えない範囲で，引き出し，送
金，支払いなどを行うことが認められた。特に農村部での展開が奨励されており，
銀行口座をもたない農村・遠隔地域の人々の資金アクセス改善が期待される。11
月には国家銀行がモビフォン，VNPT，ベトテルに対してモバイルマネーの試験
的運用を認め，VNPT とベトテルが12月にサービス提供を開始した。

活況を呈した証券市場
　政策金利が前年 9 月末に設定された低水準に据え置かれ，各行の預金金利が低
く抑えられたことを背景に，2021年には証券市場に国内資金が流入した。ホーチ
ミン証券取引所（HOSE）では前年末からの注文数の急増により年初早々システム
の不具合が発生し，売買単位の調整や新システム導入などの対応に追われた。
HOSE の株価指数である VN インデックスは過去最高値の更新を繰り返し，11月
25日には初の1500ポイント超えとなる1500.81ポイントを記録した。12月28日時
点で，VN インデックスは前年末比35.4％上昇の1494.39ポイント，ハノイ証券取
引所（HNX）の株価指数である HNX インデックスは同125.5％上昇の458.05ポイン
トとなり，株式時価総額は前年末比46％増の7729兆ドンに達した。
　証券市場の過熱状態が続くなか，12月11日には HOSE と HNX の統合によりベ
トナム証券取引所（VNX）がハノイ市で開所した。VNX は，証券市場の発展と国
際競争力強化のため，2020年末の首相37号決定で設立が承認されていた。今後，
HNX にデリバティブと債券，HOSE にその他証券の取引が集約されていく予定で，
7 月12日付財務省57号通知において証券市場再編のロードマップが示された。

企業活動一般は停滞するも，大企業には新たな展開
　企業経営環境の改善は引き続き重要課題と位置づけられ， 1 月 1 日付の政府 2
号決議では，2019年政府 2 号決議で定められた2021年までの目標の達成に集中す
る方針が示された。しかし，新型コロナウイルス感染拡大の影響もあって改革は
難航し，いくつかの改善指標では前年からの後退もみられた。
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　企業活動の減退も著しかった。新規設立企業の数は前年比13.4％減の11万6800
社となった。新規設立企業による投資と既存企業の拡張投資とを合わせた登録資
本総額（4136兆ドン）も前年から大きく減少（−25.8％）した。設立年数 ₅ 年以内の
小規模企業を中心に市場撤退が相次ぎ，活動停止や解体に追い込まれた企業の数
は前年比17.8％増の11万9800社に及んだ。
　企業活動が総じて減退したなか，大企業にはさまざまな動きがあった。なかで
も目を引いたのはビングループだった。ビングループは，フークォック島での娯
楽・リゾート複合施設の開業や，ワクチン製造，AI 研究・応用，ビッグデータ研
究開発の分野での子会社設立など，積極的な新事業展開を行う一方で，自動車事
業への傾注を強めた。 ₃ 月には子会社ビンファストが製造するベトナム初の電気
自動車 VFe34の予約受付，12月末に販売を開始した。 ₅ 月にはビンスマートをテ
レビ・携帯電話事業から住宅・自動車用のスマート機能開発に事業転換させるこ
とを発表，また 8 月にはビンファストの電気自動車用バッテリーを製造する子会
社ビン ES を設立した。11月にはロサンゼルスにビンファストのアメリカ本社を
設立し，同月17日にロサンゼルス・オートショーで電気自動車の新モデルを発表
した。年末にはビンファストのアメリカでの新規株式公開（IPO）計画も発表された。

経済構造の再編は進まず
　コロナ対応を優先せざるを得ないなか，経済構造再編では厳しい状況が続いた。
国有企業の再編では， 7 月 2 日付首相22号決定で，2021～2025年に所有転換，再
編，国家資本売却を行う国有企業の分類基準が定められた。再編の計画について
は，2020年までの株式化計画（2019年首相26号決定）と国家資本売却計画（2020年
首相908号決定）が未達に終わっており，2021～2025年の計画が新たに公布される
まで，これらの実現が引き続き目指されることになった。しかし2021年の再編実
績は計画に遠く及ばなかった。年内に株式化された国有企業は計画外の ₃ 社にと
どまり，計画内の89社はいずれも株式化の実施に至らなかった。国家資本売却の
実績は 1 兆6650億ドンで，株式化と国家資本売却による収益は2021年国家予算で
想定されていた額（40兆ドン）の3.5％（ 1 兆4010億ドン）にしか達しなかった。
　金融部門では，水面下で不良債権が増大した。前年の国家銀行 1 号通知（ ₄ 月
2 日付 ₃ 号通知および 9 月 7 日付14号通知で一部修正）に基づき，金融機関に対
して引き続き融資返済期限の変更や金利減免，債務分類変更などの措置がとられ
たため，金融機関の不良債権比率は前年末の1.7％から微増の1.9％にとどまった。
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しかし，コロナ下での社会隔離措置適用により対面業務が制限された影響で，金
融機関資産管理会社（VAMC）へ移管済みの不良債権の処理が大幅に遅れた。
VAMC へ移管済みの不良債権も含めた不良債権比率は前年末の5.1％から7.3％に
膨らんだ。 （荒神）

対 外 関 係

中国とはおおむね良好な関係を保つ
　中国では， 1 月に外国船に対する海警局の武器使用を認める海警法が成立し，
11月には中国の「管轄海域」で操業する外国漁船に海警局が罰金を科すことを認
める通知が公布された。また， 2 月には，中国がベトナム国境付近でミサイル基
地を建設しているという情報がメディアで流れた。このように，毎年南シナ海で
繰り返される軍事演習や禁漁期間の設定などに加え，ベトナムにとっての新たな
懸念材料もあったが，両国間の緊張関係が顕在化するような事案は特になかった。
　コロナ禍という状況下で，首脳の往来など，両国間の緊密な関係を示す出来事
も取り立ててなかったが，特に ₃ 月末に保健相が中国に対して正式にワクチンの
提供を依頼してからは，両国関係はおおむね良好であった。シノファーム製ワク
チンは，2021年中にベトナムが受領したワクチンの約 ₄ 分の 1 を占め，アストラ
ゼネカ製に次ぐ第 2 位となった。閣僚級では， 2 月に趙克志公安相， ₄ 月に魏鳳
和国防相， 9 月に王毅外務相が来訪し，12月にブイ・タイン・ソン外務相が北京
を訪れた。また，前回の党大会の後には，党対外委員会委員長が党書記長特使と
して中国を訪れ，党大会の結果を報告しているが，メディア報道によれば，今回
は両党の対外委員会間のオンライン会議という形で報告が行われた。
　 8 月にアメリカのハリス副大統領が来訪し，フック国家主席やチン首相と会談
を行った際には，その前日に在ベトナム大使館の熊波大使がチン首相と会談した。
会談でチン首相は，ワクチン確保や農産物輸出の円滑化への中国の協力を要請す
るとともに，ベトナムはある国と同盟を組んで他の国に対抗することはないと発
言して中国の懸念に応えた。

初めてのアメリカ副大統領の来訪
　アメリカとの関係も，バイデン政権になって安定感が高まった。トランプ政権
に指弾を受けた貿易不均衡・為替操作の問題については，対話を重ねてひとまず
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制裁を免れた（「経済」の項参照）。また，バイデン大統領が ₃ 月に発表した「国
家安全保障戦略の暫定的な指針」はアメリカが協力関係を深めていくべきパート
ナーに ASEAN 諸国を挙げ，なかでもシンガポールとベトナムに言及していた。
　 7 月にオースティン国防長官， 8 月にハリス副大統領が相次いで来訪したこと
は，アメリカのベトナム重視の姿勢を印象づけた。1995年の外交関係樹立以来，
アメリカ副大統領の来訪は初めてのことであった。フック国家主席との会談で，
ハリス副大統領は両国間の関係を現在の全面的パートナーシップから戦略的パー
トナーシップに格上げすることへの期待を表明し，また，中国が国連海洋法条約
を順守するよう圧力をかけることが必要だというアメリカの立場を明確にした。
これに対し，フック国家主席は，ベトナムは独立，自主，全方位などの外交路線
を堅持していることを強調しつつ，アメリカとの全面的パートナーシップをさら
に深めていきたいと述べ，慎重な姿勢を保った。
　バイデン政権はトランプ政権と異なり，外交政策においても人権問題を重視す
る姿勢を示している。政府はハリス副大統領の来訪に合わせて，2018年に人民政
権転覆罪でそれぞれ懲役14年を宣告されていたベトナム系アメリカ人 2 人を釈放
した。 9 月初めに ₅ 年ぶりの特赦を実施した（「国内政治」の項参照）のもこの訪
問を意識してのことであったとも解される。しかしながら，バイデン政権がベト
ナム政府に人権状況の改善を強く迫っている様子は今のところあまりうかがわれ
ない。滞在中，ハリス副大統領は「市民社会の代表」として環境や性的少数者の
問題に取り組む団体の代表らとの会合をもった。ただし，2016年にオバマ大統領
が来訪した際に招かれたような活動家やジャーナリスト，弁護士といった顔ぶれ
は，今回は招待されていなかった。

その他の主な出来事
　ベトナムは2020～2021年の国連安全保障理事会（安保理）の非常任理事国となっ
ていたが， 2 月にクーデタが起きたミャンマー情勢への対応に苦慮した。 ₃ 月10
日の安保理議長声明は，平和的なデモ隊に対する暴力を強く非難したが，クーデ
タ自体を非難したり，制裁の可能性を示唆したりする文言は，中国とロシア，イ
ンド，ベトナムの反対により声明の最終案から削除された。議長国がベトナムに
交代した ₄ 月 1 日にも同様の報道向け談話が発表されたが，内容的に新しい点は
ほとんどなく，形式的にも議長声明より格下であったことなどがむしろ手詰まり
感を感じさせた。
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　チン首相は10月31日からスコットランドで開催された国連気候変動枠組条約第
26回締約国会議（COP26）に出席し，2050年までに温室効果ガスの排出量実質ゼロ
を目指すベトナム政府の方針を明らかにした。また，首相はイギリス滞在中，ベ
トナム企業とイギリス側カウンターパートとの間の多くの協力協定の締結に立ち
会ったが，なかでもベトジェットの大口株主であるソビコグループがオックス
フォード大学リネカーカレッジに総額 1 億5500万ポンドを寄付する覚書を同校と
の間で締結したことが注目を集めた。リネカーカレッジは，この歴史的意義をも
つ寄付金に感謝して，校名を同グループのグエン・ティ・フオン・タオ会長（ベ
トジェット CEO）の名前に改める考えを示している。 （石塚）

　 2022年の課題
　2021年には，ゼロコロナからウィズコロナへの路線転換に伴い，政府や各省庁，
各地方による関連施策が錯綜し，国民や企業を混乱させる場面もみられた。国民
は忍耐強くこの困難に対処してきたが，年末に立件されたベトアー事件のように，
多くの人が苦しむなかで一部の企業や公務員が不正を働いて巨利を得ていたこと
が明るみに出れば，党指導部がこれまで取り組んできた汚職撲滅の成果に疑問符
が付くことにもなりかねない。党・政府は，国民の信頼を取り戻すために，引き
続き有効なコロナ対策を模索しつつ，反汚職闘争のあり方についても真剣に再検
討を行うことが望まれる。
　経済は感染対策の柔軟化により上向き始めたが，2021年の厳格な社会隔離措置
のもとで生じた労働者不足などの問題の解決には長期的な取り組みが求められる。
停滞した企業経営環境の改善や構造改革を前進させ，企業活動の回復を促すこと
も重要となる。輸出の好調を維持するうえで，2022年 1 月 1 日に発効した「地域
的な包括的経済連携」（RCEP）協定からどう恩恵を引き出せるかも注目される。
　外交面では，南シナ海行動規範（COC）の交渉が進展することが予想される。
ASEAN 議長国が親中国のカンボジアであることからも，ベトナムは自国の主権
と利益を守るために高度な交渉力を発揮することが必要になるだろう。また，
2021年は多くの国の艦船が南シナ海を航行し，ベトナムの主要港に寄港した。
COC 交渉の進展いかんにかかわらず，南シナ海の平和と安定を維持するため，
引き続き多くのパートナーと密接に連携，協力していくことが不可欠である。

（石塚：新領域研究センター）
（荒神：新領域研究センター）
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1 月 4 日 ▼ミートゥアン＝カントー間の高速
道路，着工。
5 日 ▼独立ジャーナリスト協会のファム・

チ・ズンに反国家宣伝罪で懲役15年，保護観
察 ₃ 年。他のメンバー 2 人に共に懲役11年，
保護観察 ₃ 年。
9 日 ▼ハノイ市のホアラックハイテクパー

クで国家イノベーションセンター着工。
12日 ▼情報・通信省，フェイクニュース処

理センター設立。
15日 ▼ 米通商代表部（USTR），ベトナムが

不当な為替操作を行っていたと認定。
16日 ▼ 第12期党中央委員会第15回総会（～

17日）。
20日 ▼環境活動家のディン・ティ・トゥ・

トゥイに反国家宣伝罪で懲役 7 年。
25日 ▼第13回党大会（～ 2 月 1 日）。
26日 ▼ 2030年までの人工知能の研究開発国

家戦略を定める首相127号決定。
28日 ▼コロナ対策に関する緊急会議。
2 月25日 ▼居住者に関する国家データベース
と ID カードの作成・管理システムの運用開
始式典。
26日 ▼新型コロナウイルスワクチンの調達

に関する政府21号決議。
3 月 1 日 ▼アメリカのバイデン政権，トラン
プ政権が始めたベトナムの不公正貿易に関す
る調査を継続すると発表。
8 日 ▼ 第13期党中央委員会第 2 回総会（～

9 日）。

▼ハノイ市，ホーチミン市，ハイズオン省
で新型コロナウイルスワクチン接種開始。
9 日 ▼ドンタム社住民に対する2020年 9 月

の裁判の控訴審，第 1 審判決を支持。

▼モバイルマネーの試験的導入を承認する
首相316号決定。

10日 ▼ フェイスブッカーのチャン・クォ
ク・カイン，反国家宣伝罪容疑で逮捕（10月
28日の第 1 審判決で懲役 ₆ 年 ₆ カ月）。
11日 ▼「臨時ベトナム国家政府」に参加し

た ₄ 人に人民政権転覆活動罪で懲役計31年。
15日 ▼フート省のエタノール工場建設に関

する規定違反事件の裁判で，ディン・ラ・タ
ン元ペトロベトナム会長に懲役11年，チン・
スアン・タイン元ペトロベトナム建設会長に
懲役計18年。
16日 ▼ハイテク企業の認定基準を定めた首

相10号決定。
▼ロシアのパトルシェフ安全保障会議書記，

来訪（～17日）。
19日 ▼「臨時ベトナム国家政府」に参加し

たチャン・グエン・チュアンに人民政権転覆
活動罪で懲役 ₆ 年 ₆ カ月。
20日 ▼ラオスの首都ヴィエンチャンでベト

ナム支援の国会議事堂の引き渡し式典。
24日 ▼第14期第11回国会（～ ₄ 月 8 日）。
25日 ▼ 外務省報道官，約220隻の中国船が

チュオンサ（スプラトリー／南沙）諸島周辺に
集結していることに抗議。
27日 ▼ フリージャーナリストのレ・チョ

ン・フン，反国家宣伝罪容疑で逮捕（12月31
日の第 1 審判決で懲役 ₅ 年，保護観察 ₅ 年）。
30日 ▼ フェイスブッカーのヴー・ティエ

ン・チら ₄ 人に反国家宣伝罪で懲役計31年。
4 月 7 日 ▼ホーチミン市党委員会のタット・
タイン・カン元副書記，党から除名。

▼民主活動家のグエン・トゥイ・ハイン，
反国家宣伝罪容疑で逮捕。
16日 ▼米財務省，ベトナムを為替操作国か

ら除外。
19日 ▼付加価値税，法人税，個人所得税お

よび土地賃貸料の納付猶予について政府52号

重要日誌 ベトナム　2021年
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議定。
22日 ▼フック国家主席，気候変動サミット

にオンラインで参加（～23日）。
23日 ▼チン首相，ジャカルタで開催された

ASEAN 首脳会議に出席（～24日）。

▼ ジャーナリストのチャン・ティ・トゥ
エット・ジエウ，反国家宣伝罪で懲役 8 年

（ 9 月29日の控訴審，第 1 審判決を支持）。
24日 ▼中国の魏鳳和国防相，来訪（～27日）。
29日 ▼ サイゴンビール・アルコール飲料

（Sabeco）による公有地の違法売却事件で
ヴー・フイ・ホアン元工商相に懲役11年。
5 月 1 日 ▼イギリスとの自由貿易協定，発効。
5 日 ▼活動家のカン・ティ・テウとチン・

バー・トゥに反国家宣伝罪で共に懲役 8 年，
保護観察 ₃ 年。
9 日 ▼ビングループ，ビンスマートのテレ

ビ・携帯電話事業からの撤退を発表。
20日 ▼フェイスブッカーのチャン・ゴク・

ソン，民主的権利濫用容疑で逮捕。
23日 ▼第15期国会議員・各級人民評議会議

員（2021～2026年任期）選挙。
24日 ▼米商務省，ベトナム産の自動車・小

型トラック用タイヤがドンの過小評価によっ
て不当に補助されていると発表。
26日 ▼新型コロナウイルスワクチン基金の

設立に関する首相779号決定。
27日 ▼バクニン省とバクザン省で工場労働

者に対するワクチンの優先接種開始。
31日 ▼ホーチミン市，一部の地域に2020年

首相16号指示による社会隔離措置を適用。
6 月 2 日 ▼電気料金の値下げに関する政府55
号決議。

▼フェイスブッカーのダン・ホアン・ミン，
反国家宣伝罪で懲役 7 年，保護観察 2 年。
3 日 ▼ビングループ，ワクチン生産を行う

「ビンバイオケア」設立。

8 日 ▼ 国家銀行取引所，米ドル買値を150
ドン引き下げ。
11日 ▼新型コロナウイルス感染症対策強化

と経済社会発展のための重要任務に関する政
治局 7 号結論。
15日 ▼ 2021～2025年の電子政府発展戦略に

ついて首相942号決定。
17日 ▼ SNS 利用者の行動規範を定める情

報・通信省874号決定。
24日 ▼ ハノイ疾病管理センター（CDC）の

グエン・ニャット・カム元所長に対する2020
年12月の裁判の控訴審，第 1 審判決を支持。
26日 ▼ ホーチミン市で500万人を対象に新

型コロナウイルス検査の実施（～ 7 月 ₅ 日）。
28日 ▼ラオスのトーンルン党書記長，来訪

（～29日）。
30日 ▼ジャーナリストのレ・ヴァン・ズン，

反国家宣伝罪容疑で逮捕。
7 月 1 日 ▼コロナ禍により困窮する労働者と
雇用主への支援策について政府68号決議。
2 日 ▼ 2021～2025年に所有転換，再編，国

家資本売却を行う国有企業の分類基準を定め
る首相22号決定。
5 日 ▼党中央委員会第 ₃ 回総会（～ 8 日）。
6 日 ▼活動家のド・ナム・チュン，反国家

宣伝罪容疑で逮捕（12月16日の第 1 審判決で
懲役10年）。
9 日 ▼作家のファム・チ・タインに反国家

宣伝罪で懲役 ₅ 年 ₆ カ月，保護観察 ₅ 年。

▼ ホーチミン市，2020年首相16号指示に
沿った社会隔離措置を市内全域に適用。
13日 ▼ 2021～2030年の国内商取引発展戦略

を承認する首相1163号決定。
15日 ▼ 2021～2030年の行政改革マスタープ

ログラムを承認する政府76号決議。

▼ベトナム航空，成田＝ダナン便で国際航
空運送協会（IATA）トラベルパスを初導入。
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19日 ▼国家銀行と米財務省が共同声明を発
表。ベトナムの為替操作回避について合意。
20日 ▼第15期第 1 回国会（～28日）。

▼フェイスブッカーのグエン・ヴァン・ラ
ム，反国家宣伝罪で懲役 9 年。
21日 ▼農家の電子商取引参入と農業農村の

デジタル経済発展の促進に関する計画を承認
する情報・通信省1034号決定。
26日 ▼ホーチミン市，夜間外出を禁止。
28日 ▼アメリカのオースティン国防長官，

来訪（～29日）。
31日 ▼電気料金値下げに関する政府83号決

議。
8 月 4 日 ▼スイスのカシス副大統領兼外務相，
来訪（～ ₆ 日）。
9 日 ▼ フック国家主席，ラオス訪問（～10

日）。
11日 ▼ 国家銀行取引所，米ドル買値を225

ドン引き下げ。
19日 ▼交通・運輸省，グローバルトランス

エアの一般航空運送事業許可を正式に撤回。
23日 ▼ホーチミン市，外出制限を強化。
24日 ▼ チン首相，COVID-19対策国家指導

委員会委員長に任命。

▼チン首相，在ベトナム中国大使館の熊波
大使と会談。

▼アメリカのハリス副大統領，来訪（～26
日）。

▼アメリカ国籍のジェームズ・グエンら 2
人，刑期を残して釈放，アメリカに移送。
30日 ▼航空局，航空各社に対し，国内線の

航空券販売停止を要請。

▼コロナ禍の影響を受けた企業・個人の困
難を解決するための作業部会設置について首
相1447号決定。
9 月 1 日 ▼全国の受刑者3035人に特赦。
5 日 ▼フエ国会議長，欧州議会，欧州理事

会，ベルギー，フィンランド歴訪（～11日）。
9 日 ▼コロナ下の企業・合作社・個人事業

主の支援に関する政府105号決議。
10日 ▼中国の王毅外務相，来訪（～12日）。

▼岸信夫防衛相，来訪（～12日）。
18日 ▼フック国家主席，キューバ，アメリ

カ歴訪（～24日）。国連総会出席（21～24日）。
24日 ▼コロナ禍の影響を受けた労働者と雇

用主に対する失業保険基金からの支援措置に
ついて政府116号決議。
25日 ▼コロナ禍の影響を受けた企業等に対

する土地賃料減額に関する首相27号決定。
26日 ▼ チョン党書記長，カンボジアのフ

ン・セン首相，ラオスのトーンルン党書記長
と党中央事務局で会談。
30日 ▼保健省，生産施設における新型コロ

ナウイルス検査のガイドライン策定。

▼党検査委員会，チャン・トゥアン・アイ
ン党経済委員会委員長が商工相在任中（2016
～2021年）に違反があったと指摘。
10月 3 日 ▼コロナ禍の影響が続くなかでの工
業生産の回復に関する首相27号指示。
4 日 ▼党中央委員会第 ₄ 回総会（～ 7 日）。
8 日 ▼ 7 月 1 日付政府68号決議の一部修正

に関する政府126号決議。
11日 ▼新型コロナウイルス感染症に安全・

柔軟に適応し，効果的に抑制していくための
臨時措置に関する政府128号決議。
13日 ▼省市間の長距離バスの運行再開。
19日 ▼ 2021～2030年の鉄道システム開発計

画を承認する首相1769号決定。
20日 ▼第15期第 2 回国会（～11月13日）。
28日 ▼「クリーンな新聞」のジャーナリス

ト ₄ 人に民主的権利濫用罪で懲役 2 ～ ₄ 年半。

▼2021～2025年のキャッシュレス決済発展
計画について首相1813号決定公布。
31日 ▼チン首相，イギリス，フランス歴訪
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（～11月 ₅ 日）。
11月 1 日 ▼チン首相，国連気候変動枠組条約
第26回締約国会議（COP26）で2050年までにゼ
ロエミッション実現の方針を表明。
5 日 ▼ 国家銀行取引所，米ドル買値を100

ドン引き下げ。
6 日 ▼公安省諜報総局のグエン・ズイ・リ

ン元副総局長，50億ドン収賄の罪で懲役14年。

▼ハノイ市のメトロ 2 A 号線，運行開始。
7 日 ▼トゥドゥク病院のグエン・ミン・ク

アン院長ら，医療機器の入札不正容疑で逮捕。
11日 ▼フック国家主席，第28回アジア太平

洋経済協力会議（APEC）首脳会議にオンライ
ンで参加（～12日）。
16日 ▼ビンファスト，ロサンゼルスにアメ

リカ本社を設立。
18日 ▼国家銀行，モビフォンとベトナム郵

便通信グループに対して，モバイルマネー事
業の試行を許可。
19日 ▼ 党政治局，グエン・ティ・キム・

ティエン元保健相に警告処分，中央幹部健康
保護委員会委員長の職を解任。

▼ホーチミン市の土地の違法交換事件に関
し，同市人民委員会のグエン・タイン・タイ
元副主席に懲役 ₅ 年。
20日 ▼フークォック島への外国人観光客受

け入れ再開。
22日 ▼チン首相，日本訪問（～25日）。
25日 ▼フック国家主席，スイスとロシアを

公式訪問（～12月 2 日）。

▼ VN インデックスが1500ポイント超え。
26日 ▼国家銀行，ベトテルに対してモバイ

ルマネー事業の試行を許可。
12月 3 日 ▼米財務省，ベトナムと台湾を為替
操作国の基準に当てはまるとしつつも，為替
操作国には認定せず。
4 日 ▼ビングループ，2022年後半にアメリ

カでビンファストを上場する計画を発表。
8 日 ▼ 国家銀行取引所，米ドル売値を706

ドン引き下げ。
10日 ▼ハノイ心臓病院のグエン・クアン・

トゥアン元院長，逮捕。
11日 ▼ベトナム証券取引所（VNX）が開所。
12日 ▼ フエ国会議長，韓国，インド歴訪

（～19日）。
13日 ▼ハノイ市人民委員会のグエン・ドゥ

ク・チュン元主席，湖の水質浄化のための薬
品購入に関し，職務権限濫用罪で懲役 8 年。
14日 ▼ジャーナリストのファム・ドアン・

チャンに反国家宣伝罪で懲役 9 年。
15日 ▼活動家のチン・バー・フオンとグエ

ン・ティ・タムに反国家宣伝罪でそれぞれ懲
役10年，保護観察 ₅ 年と同 ₆ 年， ₃ 年。

▼ カオ・ミン・クアン元保健次官，VN
ファーマによる偽造薬輸入事件に関連して，
党のすべての役職を抹消。
17日 ▼新型コロナウイルス検査キット製造

ベトアー社のファン・クォク・ヴィエト社長
兼会長，逮捕。
18日 ▼サイゴン農業総公司（SAGRI）による

公有地の違法売却事件でレ・タン・フン元社
長に資産横領と規定違反で懲役計25年。
21日 ▼ フック国家主席，カンボジア訪問

（～22日）。
23日 ▼計画・投資省企業開発局，企業情報

ポータルサイト開設。

▼ワクチンパスポートの発行，開始。
24日 ▼ビンファスト，初の国産電気自動車

VFe34の販売開始。
28日 ▼保健省，新型コロナウイルス「オミ

クロン株」感染者の国内初確認を公表。
31日 ▼ハノイ市人民委員会のチュン元主席，

ニャットクオンの入札不正事件に関し，職務
権限濫用罪で懲役 ₃ 年。
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　 1 　国家機構図（2021年12月末現在）

　 2 　ベトナム共産党指導部
（2021年12月末現在）

　政治局
Nguyen Phu Trong 党書記長
Nguyen Xuan Phuc 国家主席
Pham Minh Chinh 首相
Vuong Dinh Hue 国会議長
Vo Van Thuong 党書記局常任

Truong Thi Mai   党組織委員会委員長
Pham Binh Minh 副首相
Nguyen Van Nen ホーチミン市党委書記
To Lam 公安相
Phan Dinh Trac 党内政委員会委員長
Tran Cam Tu 党検査委員会委員長
Phan Van Giang 国防相
Nguyen Hoa Binh 最高人民裁判所長官
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Tran Thanh Man 国会副議長
Nguyen Xuan Thang ホーチミン政治学院院長
Luong Cuong 軍政治総局局長
Tran Tuan Anh 党経済委員会委員長
Dinh Tien Dung ハノイ市党委書記

　書記局
Nguyen Phu Trong 党書記長
Vo Van Thuong 党書記局常任
Truong Thi Mai 党組織委員会委員長
Tran Cam Tu 党検査委員会委員長
Phan Dinh Trac 党内政委員会委員長
Nguyen Hoa Binh  最高人民裁判所長官
Le Minh Hung 党中央事務局局長
Nguyen Trong Nghia 党宣教委員会委員長
Do Van Chien ベトナム祖国戦線議長
Bui Thi Minh Hoai 党大衆工作委員会委員長
Le Minh Khai 副首相
（注）　政治局員，書記局員の記載順は，第13回

党大会ウェブサイトに基づく。

　 3 　国家機関要人名簿
 （2021年12月末現在）

国家主席 Nguyen Xuan Phuc
国家副主席 Vo Thi Anh Xuan
最高人民裁判所長官 Nguyen Hoa Binh
最高人民検察院院長 Le Minh Tri
国防安全保障評議会

Nguyen Xuan Phuc，Pham Minh Chinh, 
Vuong Dinh Hue，To Lam，Phan Van Giang， 
Bui Thanh Son

　国会
国会議長 Vuong Dinh Hue
国会副議長

Tran Thanh Man，Nguyen Duc Hai，Nguyen 

Khac Dinh，Tran Quang Phuong
国会常務委員会

Vuong Dinh Hue （ 国 会 議 長 ），Tran Thanh 
Man，Nguyen Duc Hai，Nguyen Khac Dinh，
Tran Quang Phuong （以上4人，国会副議長），
Nguyen Thuy Anh （社会問題委員会委員長），
Duong Thanh Binh （請願委員会委員長），Bui 
Van Cuong （国会事務局局長），Vu Hai Ha （対
外委員会委員長），Le Quang Huy （科学・技
術・環境委員会委員長），Le Thi Nga （司法
委員会委員長），Nguyen Phu Cuong （財政・
予算委員会委員長），Le Tan Toi （国防・安
全保障委員会委員長），Vu Hong Thanh （経
済委員会委員長），Nguyen Thi Thanh （国会
代表工作委員会委員長），Hoang Thanh Tung 

（法律委員会委員長），Nguyen Dac Vinh （文
化・教育・青少年・児童委員会委員長），Y 
Thanh Ha Nie K＇dam （民族評議会議長） 

　政府
首相 Pham Minh Chinh
副首相 Pham Binh Minh
副首相 Le Minh Khai
副首相 Vu Duc Dam
副首相 Le Van Thanh
国防相 Phan Van Giang
公安相 To Lam
外務相 Bui Thanh Son
内務相 Pham Thi Thanh Tra
司法相 Le Thanh Long
計画・投資相 Nguyen Chi Dung
財政相 Ho Duc Phoc
工商相 Nguyen Hong Dien
農業・農村開発相 Le Minh Hoan
交通・運輸相 Nguyen Van The
建設相 Nguyen Thanh Nghi
資源・環境相 Tran Hong Ha
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情報・通信相 Nguyen Manh Hung
労働・傷病兵・社会問題相 Dao Ngoc Dung
文化・スポーツ・観光相 Nguyen Van Hung
科学・技術相 Huynh Thanh Dat
教育・訓練相 Nguyen Kim Son
保健相 Nguyen Thanh Long
政府官房長官 Tran Van Son
民族委員会委員長 Hau A Lenh
国家銀行総裁 Nguyen Thi Hong
政府監査院院長 Doan Hong Phong

　 4 　2022年の主な目標と主要指標
（第15期第 2 回国会で2021年11月12日に可決
された2022年の経済・社会発展計画に関する
国会決議より）
　 1．全体的目標
　新型コロナウイルス感染症に安全かつ柔軟
に適応し，その流行を効果的にコントロール
し，人々の健康と生命を最大限保護しつつ，
生産・経営の困難を解消し，人々や企業を効
果的に支援することに集中する。全国，各部
門，領域，地方で経済社会の復興と発展を促
進するあらゆる機会を利用し，長期的な成長
の原動力を維持する。マクロ経済の安定を堅
持し，経済の自主性，回復力，適応力を向上
させる。発展の制度の一体的な改善と法律施
行の有効性向上，秩序と規律のある安全，健
全，民主的，公平，文明的な社会の構築を引
き続き優先する。一体的で近代的なインフラ
システム，特にいくつかの国家重点プロジェ
クトの建設を加速する。人材の質を向上させ，
科学，技術，イノベーションの応用と発展を
促進する。文化の発展を重視し，社会保障を
確保し，人民の生活を絶えず改善する。土地・
資源を厳格に管理し，効果的に使用し，環境
を守り，気候変動に主導的に対応する。行政
改革を推進し，有利な投資経営環境をつくり，

国の発展のための資源を開放し，動員し，配
分し，有効利用する。情報宣伝工作を強化し，
大衆動員工作の有効性を向上させ，社会的コ
ンセンサスをつくる。汚職，消極的現象，濫
費の防止を促進する。国防，安全保障を強固
にし，独立，主権，統一，領土の保全を堅固
に防衛し，政治的安定，社会秩序，安全を確
保する。国際統合を主導的に進め，対外工作
の有効性を向上させ，国の発展のための平和
で安定した環境の維持に貢献し，国際的な場
におけるベトナムの地位と威信を強固にし，
向上させる。
　 2．主要指標
1 ）GDP 成長率　約 ₆ ～6.5％
2 ） 1 人当たり GDP　3900米ドル
₃ ） GDP に占める製造業の比率　約25.5～

25.8％
₄ ）消費者物価上昇率　平均約 ₄ ％
₅ ）社会労働生産性上昇率　約5.5％
₆ ） 総労働人口に占める農業労働人口の比率

27.5％
7 ） 訓練を受けた労働者の比率　67％，うち証

明書をもつ労働者の比率　約27～27.5％
8 ）都市部失業率　 ₄ ％未満
9 ） 多面的指標による貧困世帯率　約 1 ～1.5

ポイント削減
10）人口 1 万人当たり医師数　9.4人
11）人口 1 万人当たり病床数　29.5床
12）医療保険普及率　92％
13）新農村の基準に達した社の比率　73％
14） 基準を満たした都市の生活廃棄物の収

集・処理率　89％
15） 活動中の工業区・輸出加工区のうち，環

境基準に達した集中排水処理施設をもつ
ものの比率　91％

（出所）　ベトナム国会ウェブサイト（http://
quochoi.vn/）より。
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　 1　基礎統計
2017 2018 2019 20201）

人 口（1,000人，年平均） 94,286 95,385 96,484 97,583
就 業 人 口（1,000人） 53,709 54,283 54,659 53,610
都 市 失 業 率（％） 3.17 3.10 3.11 3.89
消 費 者 物 価 上 昇 率（％） 2.6 3.0 5.2 0.2
（注）　 1 ）暫定値。ただし，消費者物価上昇率は前年末比，2020年は確定値。
（出所）　統計総局ウェブサイト（www.gso.gov.vn）。

　 2 　支出別国内総生産（名目価格） （単位：10億ドン）
2017 2018 2019 20201）

総 資 本 形 成 1,330,694 1,470,550 1,620,656 1,699,865
総 固 定 資 本 形 成 1,190,474 1,321,906 1,462,994 1,533,218
在 庫 増 減 140,220 148,644 157,662 166,647

最 終 消 費 3,731,554 4,103,655 4,505,237 4,692,674
政 府 消 費 325,804 358,592 390,051 422,452
民 間 消 費 3,405,750 3,745,063 4,115,186 4,270,222

財 ・ サ ー ビ ス 貿 易 収 支 140,282 186,052 126,258 179,059
誤 差 -196,555 -217,926 -214,803 -278,453
国 内 総 生 産（GDP） 5,005,975 5,542,332 6,037,348 6,293,145
（注）　 1 ）暫定値。
（出所）　表 1 に同じ。

　 3 　産業別国内総生産（実質：2010年価格）1） （単位：10億ドン）
2017 2018 2019 20202）

農 林 水 産 業 482,417 500,567 510,632 524,326
工 業 ・ 建 設 1,141,370 1,242,421 1,353,049 1,406,882

鉱 業 214,453 207,784 210,464 198,636
製 造 業 566,604 640,172 712,447 753,940
電 気 ・ ガ ス ・ 蒸 気 ・ 空 調 135,351 149,427 163,085 169,478
上 水 ・ 下 水 ・ 廃 棄 物 処 理 19,333 20,574 22,162 23,384
建 設 205,629 224,464 244,890 261,445

サ ー ビ ス 1,265,820 1,354,795 1,453,677 1,487,626
卸 売 ・ 小 売 ・ 車 両 修 繕 312,280 338,855 368,742 389,133
輸 送 ・ 倉 庫 94,899 102,349 111,683 109,583
宿 泊 ・ 飲 食 サ ー ビ ス 123,041 131,383 140,199 119,618
情 報 ・ 通 信 35,383 38,128 41,045 44,091
金 融 ・ 銀 行 ・ 保 険 187,123 202,486 219,941 235,051
不 動 産 162,098 169,109 176,904 177,458
科 学 ・ 技 術 44,995 48,078 51,356 54,761
行 政 ・ 補 助 サ ー ビ ス 12,631 13,654 14,756 13,063
党・政治社会組織・国家管理等 90,072 94,215 98,116 104,277
教 育 ・ 訓 練 82,794 88,656 94,844 100,649
保 健 ・ ソ ー シ ャ ル ワ ー ク 38,439 41,172 44,091 48,758
芸 術 ・ 娯 楽 23,968 25,696 27,577 27,503
そ の 他 サ ー ビ ス 53,372 55,966 59,055 58,146
自家消費のための財・サービス 4,725 5,048 5,368 5,535

製 品 税 − 製 品 補 助 金 372,941 395,616 421,188 428,349
国 内 総 生 産（GDP） 3,262,548 3,493,399 3,738,546 3,847,182
（注）　 1 ）基本価格表示。 2 ）暫定値。
（出所）　表 1 に同じ。
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　 4 　所有形態別国内総生産（実質：2010年価格）1） （単位：10億ドン）
2017 2018 2019 20202）

国 家 セ ク タ ー 884,090 915,917 947,242 988,025
集 団 セ ク タ ー 118,596 125,199 130,458 133,588
民 間 セ ク タ ー 266,498 299,979 342,336 351,808
個 人 セ ク タ ー 1,015,895 1,078,528 1,164,687 1,195,074
外 国 投 資 セ ク タ ー 604,528 678,160 732,635 750,338
製 品 税 − 製 品 補 助 金 372,941 395,616 421,188 428,349
国 内 総 生 産（GDP） 3,262,548 3,493,399 3,738,546 3,847,182
（注）　 1 ）基本価格表示。 2 ）暫定値。
（出所）　表 1 に同じ。

　 5 　国・地域別貿易 （単位：100万ドル）
2017 2018 2019 20201）

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
日 本 16,792.1 16,916.8 18,833.7 19,108.2 20,333.6 19,621.1 19,284.0 20,341.4
A S E A N 21,680.2 28,363.3 24,854.2 31,880.0 25,266.5 32,260.6 23,132.4 30,466.6
台 湾 2,568.3 12,709.7 3,151.4 13,243.3 4,391.4 15,162.5 4,321.9 16,700.6
香 港 7,574.3 1,664.9 7,957.6 1,552.0 7,153.8 1,318.0 10,436.7 1,112.5
韓 国 14,807.2 46,943.3 18,240.6 47,629.3 19,734.9 47,058.0 19,107.3 46,895.4
中 国 35,394.3 58,532.6 41,365.8 65,573.2 41,462.5 75,508.2 48,905.2 84,186.9
ロ シ ア 2,165.7 1,392.3 2,446.4 2,136.9 2,666.3 1,830.3 2,852.0 2,001.4
E U 38,286.4 12,201.8 41,986.0 13,949.7 35,779.9 14,097.3 35,075.4 14,652.5
ア メ リ カ 41,530.8 9,336.7 47,529.7 12,747.6 61,332.4 14,434.0 77,077.3 13,713.2
オーストラリア 3,271.0 3,200.1 3,965.9 3,779.1 3,527.2 4,480.6 3,620.6 4,677.0
そ の 他 31,048.3 21,953.8 33,365.5 25,642.4 42,618.6 27,925.8 38,816.2 27,943.2
合 計 215,118.6 213,215.3 243,696.8 237,241.6 264,267.2 253,696.5 282,628.9 262,690.7
（注）　 1 ）暫定値。
（出所）　表 1 に同じ。

　 6　国際収支 （単位：100万ドル）
2017 2018 20191） 20201）

経 常 収 支 -1,651 5,769 12,478 11,026 
貿 易 収 支 10,845 16,540 21,221 24,150 
サ ー ビ ス 収 支 -4,030 -3,810 -1,191 -8,158 
第 一 次 所 得 収 支 -16,994 -15,818 -16,795 -11,632 
第 二 次 所 得 収 支 8,528 8,857 9,243 6,666 

金 融 収 支 19,941 8,466 18,971 3,046 
直 接 投 資 13,620 14,902 15,670 10,556 
ポ ー ト フ ォ リ オ 投 資 2,069 3,021 2,998 -793 
そ の 他 の 投 資 4,252 -9,457 303 -6,717 

誤 差 脱 漏 -5,746 -8,204 -8,195 -3,692 
外 貨 準 備 資 産 -12,544 -6,031 -23,254 -10,380 
（注）　IMF 国際収支マニュアル第 ₆ 版に基づく。ただし，金融収支の符号については（－）は資本流出，

（＋）は資本流入を意味する。 1 ）暫定値。
（出所）　ADB, Key Indicators for Asia and the Pacific 2021.


